


はじめに 

• 昨今の個人消費が芳しくないとされることの象徴として、百貨店の
低迷があげられることが多い。特に、百貨店の衣料品販売の低
迷が喧伝されている。 

 

• そこで、百貨店における衣料品販売の低迷がいつ頃から、どの程
度のマグニチュードで生じたのかを確認し、また、衣料品の販売低
迷が百貨店の現象なのか、衣料品販売業全般の現象なのかを
確認する。 

 

• さらに、衣料品の購入先の変化についても分析し、百貨店の衣
料品販売が、何によって代替されたのかを確認する。 

1 
※2017年2月15日時点で入手可能な各統計指標及び調査結果の最新データまでを用いて分析を行っている。 





百貨店販売額の変動要因分解 

• 百貨店販売額減少の主因は衣料品販売額の減少。 

• リーマン・ショック発生後の2009年に百貨店販売額は前年比11.2％減少。衣料品の寄与度は－7.0％
ポイント。 

• 2016年は前年比3.3％減少。衣料品の寄与度は－2.6％ポイント。 

 

 

 

（注）調査対象の見直し等により、1991年7月以降、1994年7月以降、2010年7月以降、2013年7月以降、2015年7月以降で数値 
     の不連続が生じている。これらの期間をまたぐ前年比、寄与度の計算はリンク係数を用いて処理している。 
資料：経済産業省「商業動態統計」から作成。 3 
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百貨店販売額の変動要因分解 





百貨店衣料品販売額（内訳）の推移 

（注）調査対象の見直し等により、1991年7月以降、1994年7月以降、2010年7月以降、2013年7月以降、2015年7月以降で数値の不連 
     続が生じている。これらの期間をまたぐ前年比の計算はリンク係数を用いて処理している。 
資料：経済産業省「商業動態統計」から作成。 

• 百貨店の衣料品の内訳をみると、バブル崩壊後は「紳士服・洋品」が大きく減少。 

• 百貨店衣料品のボリュームゾーンである「婦人・子供服・洋品」もバブル崩壊後から減少していたが、リーマ
ン・ショック発生後に特に大きく減少。 

• 「紳士服・洋品」の販売額は1991年の1兆2,697億円から2016年には4,306億円に減少。 

• 「婦人服・子供服・洋品」の販売額は1991年の3兆543億円から2016年には1兆4,959億円に減少。 
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「紳士服・洋品」と「婦人・子供服・ 
洋品」販売額前年比の推移 









購入先別「被服及び履物」消費支出額の変化 

（注）総世帯ベース 
資料：総務省「全国消費実態調査」から作成。 

• 総務省の全国消費実態調査によれば、1世帯1か月間の「被服及び履物」に対する消費支出額（総世帯ベー
ス）を購入先別でみると、「百貨店」は2004年の4,765円から2014年は3,079円と大幅に減少。 

• 一方、ファストファッションの台頭などにより、「ディスカウントストア・量販専門店」、「スーパー」、「通信販売（イン
ターネット）」などが増加。 

• 総務省の家計調査（二人以上世帯ベース）によれば、2004年と比較して2014年の1着当たりの購入単価
が、特に「婦人服」において大きく低下。一方、購入数量は増加。消費者は低価格帯の服を数多く買うようになっ
ている。 
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購入先別 １世帯当たり１か月間の  
「被服及び履物」に対する消費支出額の変化 

（注）二人以上世帯ベース 
資料：総務省「家計調査」から作成。 
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まとめ 

• 百貨店衣料品販売額のピークは1991年の約6.1兆円。2016年は約2.9兆円とピーク時の半分
程度。 

• バブル崩壊後は「紳士服・洋品」が大きく減少。百貨店衣料品のボリュームゾーンである「婦人・子
供服・洋品」もバブル崩壊後から減少していたが、リーマン・ショック発生後に特に大きく減少。 

• 量販専門店等を含む「織物・衣服・身の回り品小売業」販売額は、リーマン・ショック発生後の
2009年をボトムに回復傾向。百貨店衣料品販売額とは異なる動き。 

 

• 家計の「被服及び履物」に対する消費支出額は1991年をピークに減少傾向。 

• 2004年と2014年で比較すると、「被服及び履物」の消費支出額は世帯主が30歳代の世帯を
除くすべての年齢階級層で減少。 

• 「百貨店」における被服及び履物の購入はすべての年齢階級層で減少。特に世帯主が30歳未
満、30歳代の減少幅が大きい。 

• 「婦人服」については、購入数量は増加している。しかしながら、1着当たりの購入単価は大きく低
下しており、消費者が低価格志向になっていることがうかがえる。 

• 「百貨店」における購入が減少する一方、ファストファッションの台頭などにより、「ディスカウントストア・
量販専門店」、「スーパー」、「通信販売（インターネット）」などにおける購入が増加。 

 

• シェアリングエコノミーの一環として、「定額制ファッションレンタル」という新しいサービスが立ち上がって
いる。女性向け定額制ファッションレンタルの利用者は30歳代の割合が4割強と最も多い。このサー
ビスが百貨店の衣料品の売行きに及ぼす影響は現段階ではまだわからない。 
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